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(57)【要約】
【課題】各現品の制約条件が考慮された適切な生産計画
を短時間で作成すること。
【解決手段】サイクル生成部４７が、分割部４６によっ
て分割された区間のうち、処理対象区間に生産計画を割
り付ける現品の候補を候補現品として現品が供給される
製造設備のサイクル毎に所定数抽出し、抽出された所定
数の候補現品の中から製造設備の１サイクル内で生産す
る候補現品群を候補サイクルとしてサイクル毎に選択す
る。サイクル生成部４７は、処理対象区間に割り付け可
能なサイクルがない場合、処理対象区間の前に割り付け
られているサイクルによって決まる次のサイクルの最早
開始時刻を補正する。評価部４８が、納期遅れ賞金の総
和と仕掛在庫賞金と前接続コストとを候補サイクル毎に
算出する。選択部４９が、納期遅れ賞金の総和と仕掛在
庫賞金と前接続コストとに基づいて、処理対象区間に生
産計画を割り付ける候補サイクルを選択する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　生産計画作成期間を複数の区間に分割する分割手段と、
　製造制約における必要条件を満たした最小クラスタ単位（以下、サイクルと表記）を作
成するクラスタ化手段と、
　前記分割手段によって分割された先頭の区間から順に、現品の生産計画を前記クラスタ
化手段によって作成されたサイクル単位で割り付ける割付手段と、
　前記割付手段によって前記生産計画作成期間の各区間に割り付けられた現品の生産計画
を前記生産計画作成期間内における現品の生産計画として作成する作成手段と、
　を備え、
　前記割付手段は、処理対象区間に割り付け可能なサイクルがない場合、処理対象区間の
前に割り付けられているサイクルによって決まる次のサイクルの最早開始時刻を補正する
ことを特徴とする生産計画作成装置。
【請求項２】
　前記割付手段は、処理対象時間の前に割り付けられているサイクルとの接続コストに基
づいて、処理対象時間に割り付けるサイクルを決定することを特徴とする請求項１に記載
の生産計画作成装置。
【請求項３】
　前記割付手段は、納期遅れ度合いの増加に伴い増加する納期遅れ賞金に基づいて、処理
対象時間に割り付けるサイクルを決定することを特徴とする請求項１又は２に記載の生産
計画作成装置。
【請求項４】
　前記割付手段は、前記処理対象時間に前記サイクルを割り付けることによって下流の製
造設備において発生する仕掛在庫量と適正在庫量との偏差の増加に伴い減少する仕掛在庫
賞金に基づいて、処理対象時間に割り付けるサイクルを決定することを特徴とする請求項
１～３のうち、いずれか１項に記載の生産計画作成装置。
【請求項５】
　前記クラスタ化手段は、現品の生産時間の総和が予め定められている所定時間以下にな
る数の現品を前記サイクルとして作成することを特徴とする請求項１～４のうち、いずれ
か１項に記載の生産計画作成装置。
【請求項６】
　前記クラスタ化手段は、納期遅れ度合いの増加に伴い増加する納期遅れ賞金と候補現品
間の仕様及び製造条件の違いをその違いに応じて変化する現品間距離として算出し、算出
された納期遅れ賞金と前記現品間距離とに基づいて、各サイクル内における現品の配列を
決定することを特徴とする請求項１～５のうち、いずれか１項に記載の生産計画作成装置
。
【請求項７】
　複数の製造設備を有する製造工程における現品の生産計画を作成する場合において、ど
の製造設備でも製造可能な振替可能現品を各製造設備に配分する配分手段を備え、前記割
付手段は、前記配分手段の配分結果に基づいて処理順が早い順に各製造設備における現品
の生産計画を割り付けることを特徴とする請求項１～６のうち、いずれか１項に記載の生
産計画作成装置。
【請求項８】
　前記割付手段は、処理対象区間に割り付けたサイクルによって以後の処理対象区間にお
いて納期遅れの現品が発生する場合、当該サイクルのサイクル長を短くすることを特徴と
する請求項１～７のうち、いずれか１項に記載の生産計画作成装置。
【請求項９】
　前記クラスタ化手段は、直接接続が不可能な難溶接材を考慮して前記サイクル内におけ
る現品の配列を決定することを特徴とする請求項１～８のうち、いずれか１項に記載の生
産計画作成装置。
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【請求項１０】
　請求項１～９のうち、いずれか１項に記載の生産計画作成装置と、
　電気通信回線を介して前記生産計画作成装置と接続された情報処理装置と、を備え、
　前記生産計画作成装置は、複数の製造工程を含む工場単位で現品の生産計画を作成し、
　前記情報処理装置は、現品の生産計画を工場間で連携させること
　を特徴とする生産計画作成システム。
【請求項１１】
　生産計画作成期間を複数の区間に分割する分割処理と、
　製造制約における必要条件を満たした最小クラスタ単位（以下、サイクルと表記）を作
成するクラスタ化処理と、
　前記分割処理によって分割された先頭の区間から順に、現品の生産計画を前記クラスタ
化処理によって作成されたサイクル単位で割り付ける割付処理と、
　前記割付処理によって前記生産計画作成期間の各区間に割り付けられた現品の生産計画
を前記生産計画作成期間内における現品の生産計画として作成する作成処理と、
　をコンピュータに実行させ、
　前記割付処理は、処理対象区間に割り付け可能なサイクルがない場合、処理対象区間の
前に割り付けられているサイクルによって決まる次のサイクルの最早開始時刻を補正する
処理を含むこと
　を特徴とする生産計画作成プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の製造工程を経て生産される製品の生産計画を作成する生産計画作成装
置、生産計画作成システム、及び生産計画作成プログラムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　製品在庫や製造工程毎の仕掛在庫を大量に確保することなく、製品の出荷日や納期を保
証できるようにするためには、所定期間先までの製品の生産計画を作成し、作成された生
産計画に従って製品を生産する必要がある。ところが、適切な生産計画を作成するために
は、注文内容に応じて変化する製品仕様，製造設備の操業条件，製造工程間の工期等を十
分に考慮する必要がある。従って、鉄鋼製品に代表されるような月間の生産品数が数万品
にも及ぶ大量の製品の生産計画を、限られた時間内で人手によって作成することは不可能
である。
【０００３】
　このため、近年、コンピュータ技術を利用して製品の生産計画を作成する生産計画作成
装置が提案されている（非特許文献１参照）。本生産計画作成装置は、始めに、製品仕様
や製造設備の操業条件が類似する複数の現品を１つのクラスタに集約することによって、
各製造工程における大量の現品を複数のクラスタに集約する。なお、本明細書中における
“現品”とは、製品の最小の生産単位を意味し、製品が鉄鋼製品である場合には、スラブ
やコイルが“現品”に相当する。
【０００４】
　そして、生産計画作成装置は、製品仕様や製造設備の操業条件の変更に伴い発生する製
造設備の停止時間や用役が最小になるように、所定期間内における複数のクラスタの並び
順を最適化することにより、各製造工程における現品の生産計画を作成する。このような
生産計画装置によれば、製品仕様や製造設備の操業条件が類似する複数の現品は１つのク
ラスタに集約されるので、計算負荷を少なくすることが可能となり、複数の製造工程を経
て生産される大量の製品の生産計画を限られた時間内で作成することができる。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
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【非特許文献１】H.Okano, A.J.Davenport, M.Trumbo, C.Reddy, K.Yoda, M.Amano, “Fi
nishing line Scheduling in the steel industry” IBM Journal of Research and Deve
lopment 2004, Vol.48, p.811-830
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来の生産計画作成装置では、クラスタの大きさ、つまり１つのクラス
タ内に集約される現品数によっては、クラスタ内に集約された各現品の制約条件が生産計
画に反映されず、適切な生産計画が作成されないことがある。例えば、現品の制約条件と
して納期が設定され、クラスタ内に集約されている各現品の納期のうち、最も早い納期が
そのクラスタの納期として設定された場合を考える。
【０００７】
　この場合、従来の生産計画作成装置では、クラスタの納期より遅い納期を有する現品も
クラスタの納期に合わせて前倒しで生産される生産計画が作成される。しかしながら、こ
のような生産計画では、製造設備に供給される現品数が前倒しで生産される現品によって
製造設備の処理能力以上になることがあり、処理能力を上限にクラスタの集約された納期
を優先順として計画すると、計画されなかったクラスタに属する現品の納期が、計画され
たクラスタの集約納期となった現品と製品仕様若しくは製造設備の操業条件が同一という
だけで、納期としては集約納期よりも遅い現品より早い納期を有するのにも係わらず、製
造が遅れてしまう可能性がある。
【０００８】
　なお、このような問題を解決するために、各現品の制約条件が十分に反映されるように
クラスタの大きさを小さくする、つまりクラスタ内に集約する現品数を少なくする方法が
考えられる。しかしながら、このような方法によれば、生成されるクラスタ数が増えるた
めに、最適化計算に要する時間が長くなり、例えば生産計画の急な見直しが必要になった
場合、生産計画を速やかに作成することができない。
【０００９】
　このように、従来の生産計画作成装置では、生産計画の適切さと生産計画の作成に要す
る時間とがトレードオフの関係にある。このため、特に複数の製造工程を経て生産される
製品を大量生産する業種では、各現品の制約条件が反映された適切な生産計画を短時間で
作成可能な生産計画作成装置を提供することが期待されている。
【００１０】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであって、その目的は、各現品の制約条件が
考慮された適切な生産計画を短時間で作成可能な生産計画作成装置、生産計画作成システ
ム、及び生産計画作成プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決し、目的を達成するために、本発明に係る生産計画作成装置は、生産計
画作成期間を複数の区間に分割する分割手段と、製造制約における必要条件を満たした最
小クラスタ単位（以下、サイクルと表記）を作成するクラスタ化手段と、分割手段によっ
て分割された先頭の区間から順に、現品の生産計画を前記クラスタ化手段によって作成さ
れたサイクル単位で割り付ける割付手段と、割付手段によって生産計画作成期間の各区間
に割り付けられた現品の生産計画を前記生産計画作成期間内における現品の生産計画とし
て作成する作成手段とを備え、前記割付手段は、処理対象区間に割り付け可能なサイクル
がない場合、処理対象区間の前に割り付けられているサイクルによって決まる次のサイク
ルの最早開始時刻を補正する。
【００１２】
　上記課題を解決し、目的を達成するために、本発明に係る生産計画作成システムは、本
発明に係る生産計画作成装置と、電気通信回線を介して前記生産計画作成装置と接続され
た情報処理装置と、を備え、前記生産計画作成装置は、複数の製造工程を含む工場単位で
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現品の生産計画を作成し、前記情報処理装置は、現品の生産計画を工場間で連携させる。
【００１３】
　上記課題を解決し、目的を達成するために、本発明に係る生産計画作成プログラムは、
生産計画作成期間を複数の区間に分割する分割処理と、製造制約における必要条件を満た
した最小クラスタ単位（以下、サイクルと表記）を作成するクラスタ化処理と、分割処理
によって分割された先頭の区間から順に、現品の生産計画を前記クラスタ化処理によって
作成されたサイクル単位で割り付ける割付処理と、割付処理によって生産計画作成期間の
各区間に割り付けられた現品の生産計画を生産計画作成期間内における現品の生産計画と
して作成する作成処理とをコンピュータに実行させ、前記割付処理は、処理対象区間に割
り付け可能なサイクルがない場合、処理対象区間の前に割り付けられているサイクルによ
って決まる次のサイクルの最早開始時刻を補正する処理を含む。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る生産計画作成装置、生産計画作成システム、及び生産計画作成プログラム
によれば、生産計画作成期間を複数の区間に分割することによって生産計画の計算規模を
小さくし、先頭の区間から順に、現品の生産計画を現品が供給される製造設備のサイクル
単位で割り付けるので、各現品の制約条件が考慮された適切な生産計画を短時間で作成す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の一実施形態である生産計画作成システムの構成を示すブロック
図である。
【図２】図２は、現品データのデータ形式の一例を示す模式図である。
【図３】図３は、本発明の一実施形態である生産計画作成処理の流れを示すフローチャー
トである。
【図４】図４は、複数の区間に分割された生産計画作成期間を示す模式図である。
【図５】図５は、候補現品群の抽出方法を説明するための概念図である。
【図６】図６は、納期遅れ賞金レベルマップの一例を示す図である。
【図７】図７は、候補サイクルの生成方法を説明するための概念図である。
【図８】図８は、仕掛在庫量の適正範囲を示す模式図である。
【図９】図９は、図３に示す生産計画作成処理によって作成される生産計画の一例を示す
図である。
【図１０】図１０は、候補サイクルと固定サイクルとが接続不可である場合の処理方法の
一例を示す概念図である。
【図１１】図１１は、振替可能現品及び専用現品の生産計画の仮配置方法を説明するため
の概念図である。
【図１２】図１２は、前サイクルの後にサイクルを割り付けられない場合の処理方法を説
明するための概念図である。
【図１３】図１３は、前サイクルの後にサイクルを割り付けられない場合の処理方法を説
明するための概念図である。
【図１４】図１４は、前サイクルの後にサイクルを割り付けられない場合の処理方法を説
明するための概念図である。
【図１５】図１５は、候補サイクルの切り替え方法を説明するための概念図である。
【図１６】図１６は、候補サイクルの中断位置の決定方法を説明するための概念図である
。
【図１７】図１７は、中断する候補サイクルのサイクル長の決定方法を説明するための概
念図である。
【図１８】図１８は、本発明の一実施形態である現品配置案生成処理の流れを示すフロー
チャートである。
【図１９】図１９は、本発明の一実施形態である難溶接材現品配置案生成処理の流れを示
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すフローチャートである。
【図２０】図２０は、図１９に示すステップＳ３１の処理を説明するための概念図である
。
【図２１】図２１は、図１９に示すステップＳ３３の処理を説明するための概念図である
。
【図２２】図２２は、図１９に示すステップＳ３４の処理を説明するための概念図である
。
【図２３】図２３は、図１９に示すステップＳ３４の処理を説明するための概念図である
。
【図２４】図２４は、図１９に示すステップＳ３４の処理を説明するための概念図である
。
【図２５】図２５は、図１９に示すステップＳ３４の処理を説明するための概念図である
。
【図２６】図２６は、図１９に示すステップＳ３４の処理を説明するための概念図である
。
【図２７】図２７は、対象サイクルに割り付けられた難溶接材現品及びアンコ材現品を示
す概念図である。
【図２８】図２８は、本発明の一実施形態である一般材現品配置案生成処理の流れを示す
フローチャートである。
【図２９】図２９は、図２８に示すステップＳ４３の処理を説明するための概念図である
。
【図３０】図３０は、図２８に示すステップＳ４３の処理を説明するための概念図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照して、本発明の一実施形態である生産計画作成システムについて説明
する。なお、本発明の一実施形態である生産計画作成システムは、製鋼工程，圧延工程，
焼鈍工程，めっき工程等の複数の製造工程を経て生産される鉄鋼製品の生産計画を作成す
るためのものであるが、本発明は本実施形態に限定されることはなく、複数の製造工程を
経て生産される製品の生産計画を作成する処理全般に適用することができる。
【００１７】
〔生産計画作成システムの構成〕
　始めに、図１を参照して、本発明の一実施形態である生産計画作成システムの構成につ
いて説明する。
【００１８】
　図１は、本発明の一実施形態である生産計画作成システムの構成を示すブロック図であ
る。図１に示すように、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１は、入力装置
２と、出力装置３と、生産計画作成装置４と、を備える。入力装置２は、キーボード，マ
ウスポインタ，情報通信装置等によって実現され、オペレータからの操作入力信号を生産
計画作成装置４に出力する。出力装置３は、表示装置，印刷装置，情報通信装置等によっ
て実現され、生産計画作成装置４の処理結果を出力する。
【００１９】
　生産計画作成装置４は、ワークステーション等の情報処理装置によって実現され、記憶
部４１と、現品データデータベース４２と、設定パラメータデータベース４３と、演算処
理部４４と、を備える。記憶部４１は、ＲＯＭによって実現され、後述する生産計画作成
処理における各ステップをコンピュータ実行命令として記述した生産計画作成プログラム
４５を記憶する。現品データデータベース４２は、鉄鋼製品の最小の生産単位であるスラ
ブやコイル等の現品に関するデータを現品データとして現品毎に格納する。現品データデ
ータベース４２内に格納される現品データの内容は、入力装置２を介して変更することが
できる。現品データの詳細については後述する。
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【００２０】
　設定パラメータデータベース４３は、後述する生産計画作成処理を実行する際に用いら
れる各種設定パラメータを格納する。設定パラメータデータベース４３内に格納される設
定パラメータは、入力装置２を介して変更することができる。設定パラメータについては
後述する。演算処理部４４は、ＣＰＵ等の演算処理装置によって実現される。演算処理部
４４は、記憶部４１内に記憶されている生産計画作成プログラム４５をＲＡＭ等の図示し
ない一時記憶装置にロードする。そして、演算処理部４４は、図示しない一時記憶装置に
ロードされた生産計画作成プログラム４５を実行することによって、分割部４６，サイク
ル生成部４７，評価部４８，及び選択部４９として機能する。これら各部の機能について
は後述する。演算処理部４４は、本発明に係る分割手段，割付手段，及び作成手段として
機能する。
【００２１】
　なお、生産計画作成プログラム４５は、インストール可能な形式又は実行可能な形式の
ファイルでＣＤ－ＲＯＭ，フレキシブルディスク，ＣＤ－Ｒ，ＤＶＤ等のコンピュータが
読み取り可能な記録媒体に記録して提供するように構成してもよい。また、生産計画作成
プログラム４５は、インターネット等のネットワークに接続されたコンピュータ上に格納
し、ネットワーク経由でダウンロードさせることによって提供するように構成してもよい
。また、生産計画作成プログラム４５をインターネット等の電気通信回線を介して提供又
は配布するように構成してもよい。
【００２２】
〔現品データのデータ形式〕
　次に、図２を参照して、現品データデータベース４２内に格納される各現品の現品デー
タのデータ形式について説明する。
【００２３】
　図２は、現品データのデータ形式の一例を示す模式図である。図２に示すように、現品
データは、現品識別番号フィールドＦ１，サイクル属性コードフィールドＦ２，仕様フィ
ールドＦ３，製造条件フィールドＦ４，最遅開始時刻フィールドＦ５，最早開始時刻フィ
ールドＦ６，生産時間フィールドＦ７，ラインコードフィールドＦ８，前ラインコードフ
ィールドＦ９，及び後ラインコードフィールドＦ１０を備える。
【００２４】
　現品識別番号フィールドＦ１には、現品毎に固有の識別子が記述される。サイクル属性
コードフィールドＦ２には、現品が供給される製造工程における製造設備のサイクルを示
すサイクル毎に固有の識別子（以下、サイクル属性コードと表記）が記述される。なお、
本明細書中における“サイクル”とは１クラスタを意味し、製造設備の製造単位、より具
体的には、製造設備の操業条件を大きく変更することなく製造を継続できる区間を意味す
る。例えば、製造設備が圧延機である場合には、圧延ロールの種別を変更することなく圧
延工程を継続できる区間が圧延機の１サイクルとなる。
【００２５】
　仕様フィールドＦ３には、現品の注文仕様に関するデータが記述される。現品の注文仕
様に関するデータとしては、厚さ，幅，表面外観，内径等を例示することができる。製造
条件フィールドＦ４には、現品が供給される製造工程における製造設備の操業条件に関す
るデータが記述される。製造設備の操業条件に関するデータとしては、焼鈍温度等を例示
することができる。最遅開始時刻フィールドＦ５には、製品の納期を守るために許容され
る最も遅い現品の生産開始時刻（以下、最遅開始時刻と表記）が記述される。
【００２６】
　最早開始時刻フィールドＦ６には、現品の生産を開始できる最も早い時刻（以下、最早
開始時刻と表記）が記述される。生産時間フィールドＦ７には、現品の生産に要する時間
が記述される。ラインコードフィールドＦ８には、現品が供給される製造設備（製造工程
）が記述される。前ラインコードフィールドＦ９には、ラインコードフィールドＦ８に記
述された製造設備に現品を供給する製造設備が記述される。後ラインコードフィールドＦ
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１０には、ラインコードフィールドＦ８に記述された製造設備による生産が完了した現品
が供給される製造設備が記述される。
【００２７】
〔生産計画作成処理〕
　このような構成を有する生産計画作成システム１では、生産計画作成装置４が以下に示
す生産計画作成処理を実行することによって、鉄鋼製品の製造工程毎に現品の生産計画を
作成する。以下、図３に示すフローチャートを参照して、生産計画作成装置４による生産
計画作成処理の流れについて説明する。
【００２８】
　図３は、本発明の一実施形態である生産計画作成処理の流れを示すフローチャートであ
る。図３に示すフローチャートは、オペレータが、入力装置２を操作することによって、
生産計画を作成する生産計画作成期間を入力し、生産計画作成処理の実行を指示したタイ
ミングで開始となり、生産計画作成処理はステップＳ１の処理に進む。なお、オペレータ
は、生産計画作成期間の開始日時と終了日時を入力することによって、生産計画作成期間
を入力する。
【００２９】
　ステップＳ１の処理では、分割部４６が、図４に示すように、オペレータによって入力
された生産計画作成期間をＮ（＞１）個の区間に分割する。本例では、生産計画作成期間
が３０日である場合、分割部４６は、３０日を１日（例えば朝７時から翌朝７時）単位の
３０個の区間に分割する。なお、生産計画作成期間の分割長さＮ（前述の場合は１日）は
適宜設定することができ、設定された分割数Ｎは設定パラメータとして設定パラメータデ
ータベース４３内に格納される。分割部４６は、設定パラメータデータベース４３内に格
納されている分割長さＮに従って生産計画作成期間を複数の区間に分割する。また、前分
割生産計画期間（１つ前の分割された生産計画期間）でのサイクル配置状況を加味した分
割期間開始時刻の自動補正を行うことによって、サイクル配置結果を加味した分割期間の
補正・適正化を図っている。これにより、ステップＳ１の処理は完了し、生産計画作成処
理はステップＳ２の処理に進む。
【００３０】
　ステップＳ２の処理では、演算処理部４４が、現品の生産計画を割り当てる区間（処理
対象区間）を特定するためのプログラムカウンタｎの値を１にリセットする。これにより
、ステップＳ２の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ３の処理に進む。
【００３１】
　ステップＳ３の処理では、サイクル生成部４７が、ステップＳ１の処理によって分割さ
れた区間の終了時刻に間に合う（現品データの最早開始時刻フィールドＦ６に記述されて
いる時刻＜当該区間の終了時刻）現品群を抽出する。そして、サイクル生成部４７は、設
定パラメータデータベース４３内に設定パラメータとして予め格納されているサイクル毎
の生産時間上限値に基づいて、抽出された現品群の中から現品データの生産時間フィール
ドＦ７に記述されている生産時間に基づいて現品の生産時間の総和が生産時間上限値のＸ
倍（例えば１～３倍）になる数の現品群を候補現品群としてサイクル毎に抽出する。
【００３２】
　具体的には、図５に示すように、サイクル属性コードＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄのうちのいずれか
のサイクル属性コードを有する現品が現品群に含まれている場合、サイクル生成部４７は
、現品の生産時間の総和が生産時間上限値のＸ倍になる数の現品群を候補現品群としてサ
イクル属性コードＡ～Ｄ毎に抽出する。ここで、図５に示す例では、生産時間上限値や各
現品の生産時間の違いによって、サイクル属性コードＡ，Ｂのサイクルについては５つの
現品、サイクル属性コードＣのサイクルについては７つの現品、サイクル属性コードＤの
サイクルについては３つの現品が候補現品群として抽出されている。
【００３３】
　なお、生産時間上限値とは、製造設備の生産性を考慮してサイクル毎に予め決められて
いる時間であり、そのサイクルを実行する際に許容される製造設備の最長連続稼働時間を
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意味する。生産時間上限値を考慮することによって、現品の生産品質が低下することを抑
制できる。生産時間上限値は、本発明に係る所定時間に対応する。これにより、ステップ
Ｓ３の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ４の処理に進む。
【００３４】
　ステップＳ４の処理では、サイクル生成部４７が、ステップＳ３の処理によって抽出さ
れた候補現品群の中からプログラムカウンタｎの値に対応する区間ｎに生産計画を割り付
ける現品の候補を候補サイクルとしてサイクル毎に生成する（候補サイクル生成処理）。
以下、この候補サイクル生成処理について詳しく説明する。
【００３５】
　この候補サイクル生成処理では、始めに、サイクル生成部４７が、候補現品群を構成す
る各現品の現品データの最遅開始日フィールドＦ５から最遅開始時刻を読み出す。次に、
サイクル生成部４７は、候補現品群を構成する各現品について、生産計画作成時刻と最遅
開始時刻の差分値を納期達成度Ｔとして算出する。次に、サイクル生成部４７は、図６に
示す納期達成度Ｔと納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）との関係を示す納期遅れ賞金レベルマッ
プを参照して、各現品の納期達成度Ｔに対応する納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）を読み出す
。図６に示す納期遅れ賞金マップは、設定パラメータとして設定パラメータデータベース
４３に予め格納されている。
【００３６】
　ここで、図６に示す納期遅れ賞金レベルマップについて説明する。図６に示す納期遅れ
賞金レベルマップでは、納期達成度Ｔが設定値Ｔ２以上設定値Ｔ１未満の範囲内にある場
合、納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）は、特性曲線Ｌ２に従って変化し、納期達成度Ｔの減少
に伴い設定値Ｃ１から増加するように設定されている。また、納期達成度Ｔが設定値Ｔ２
未満の範囲内にある場合には、納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）は、上限値Ｃ２（特性曲線Ｌ
１）に固定されるように設定されている。一方、納期達成度Ｔが設定値Ｔ１以上である場
合、納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）は、特性曲線Ｌ３に従って変化し、納期達成度Ｔの増加
に伴いゼロに限りなく近い値になるように設定されている。このように、納期遅れ賞金レ
ベルＣ（Ｔ）は、現品の納期遅れ度合いの増加に応じて増加し、納期遅れ度合いが所定値
以上になった場合に一定値となるように設定されている。なお、納期達成度Ｔがある程度
以上（納期より大幅に先行して計画される）である場合、納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）を
ゼロ以下にすることも納期遅れ賞金レベルマップの一形態として採用してもよい。
【００３７】
　次に、サイクル生成部４７は、以下の[数１]に示す数式を用いて、図６に示す納期遅れ
賞金レベルマップから読み出された納期遅れ賞金レベルＣ（Ｔ）に所定の重み係数を乗算
した値を各現品の納期遅れ賞金として算出する。具体的には、図７（ａ）に示すように、
候補現品群が現品Ｂａ，Ｂｂ，Ｂｃ，Ｂｄ，Ｂｅによって構成されている場合、サイクル
生成部４７は、各現品について納期遅れ賞金￥Ｂａ，￥Ｂｂ，￥Ｂｃ，￥Ｂｄ，￥Ｂｅを
算出する。このように、サイクル生成部４７は、候補現品群を構成する各現品について、
生産計画作成時刻における現品の納期遅れ度合いに応じて増加する納期遅れ賞金を算出す
る。
【００３８】
【数１】

【００３９】
　次に、サイクル生成部４７は、各サイクルの候補現品群について、現品の納期遅れ賞金
の総和と現品間距離の総和との差分値が最大となる現品の配列を算出する。具体的には、
図７（ａ）に示す候補現品群については、サイクル生成部４７は、図７（ｂ）に示すよう
に、現品Ｂｄ，現品Ｂｂ，現品Ｂａ，現品Ｂｃ，及び現品Ｂｅの順の配列を差分値が最大
となる現品の配列として算出する。すなわち、サイクル生成部４７は、候補現品群を構成
する現品の配列を最適化する処理を賞金収集型巡回セールスマン問題の解を算出する処理
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に帰着させている。
【００４０】
　なお、本明細書中における“現品間距離”とは、現品の仕様や現品を製造する際の製造
設備の操業条件の違いを示すパラメータであり、これらの違いの増加に応じて増加する値
である。また、賞金収集型巡回セールスマン問題の解法の詳細は、本願発明の出願時点で
既に公知であるので、詳細な説明は省略する。また、既に述べた通り、納期遅れ賞金レベ
ルＣ（Ｔ）は、納期遅れ度合いが所定値以上である場合、一定値に固定される。従って、
現品の配列を最適化する際、非常に大きな納期遅れ賞金を有する極少数の現品によって、
現品間距離を考慮した場合には望ましくない配列が選択されることを抑制できる。
【００４１】
　最後に、サイクル生成部４７は、現品の生産時間の総和がサイクルの生産時間下限値以
上、且つ、生産時間上限値以下の範囲内になる数の現品を配列が最適化された現品の先頭
から順に抽出し、抽出された現品群をサイクル属性コード毎の候補サイクルとする。なお
、生産時間下限値とは、製造設備の生産性を考慮してサイクル属性毎に予め決められてい
る時間であり、そのサイクルを実行する際に許容される製造設備の最短連続稼働時間を意
味する。生産時間下限値を考慮することによって、サイクル切替コストが増加したり、サ
イクルの切替によって生産量が低下したりすることを抑制できる。これにより、ステップ
Ｓ４の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ５の処理に進む。
【００４２】
　ステップＳ５の処理では、サイクル生成部４７が、ステップＳ４の処理によって生成さ
れたサイクル属性コード毎の候補サイクルが前区間に既に生産計画が割り付けられている
サイクル（以下、前サイクルと表記）と接続可能であるか否かを判別し、接続不可と判定
された候補サイクルを以後の処理において用いる候補サイクルから削除する。具体的には
、前サイクルと候補サイクルとの切替に伴う大幅な操業条件の変更によって、長時間の停
止若しくは許容を越えた用役ロスが発生する場合、その組み合わせを接続不可として定義
する。この定義に合致した場合、その候補サイクルを接続不可と判定する。これにより、
ステップＳ５の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ６の処理に進む。
【００４３】
　ステップＳ６の処理では、評価部４８が、前サイクルの後に候補サイクルの生産計画を
割り付けた際に発生する製造設備の停止時間や用役ロスを数値化したものを前接続コスト
として候補サイクル毎に算出する。これにより、ステップＳ６の処理は完了し、生産計画
作成処理はステップＳ７の処理に進む。
【００４４】
　ステップＳ７の処理では、評価部４８が、候補サイクル毎に仕掛在庫賞金を算出する（
仕掛在庫賞金算出処理）。以下、この仕掛在庫賞金算出処理について詳しく説明する。上
流工程及び下流工程を担う製造設備がそれぞれ１つしか存在しない場合、上流工程から下
流工程への現品の供給量を制御する必要はない。その理由は、上流工程を担う製造設備（
以下、上流設備と略記）の生産量が下流工程を担う製造設備（以下、下流設備と略記）の
生産量以上であれば、下流工程に合わせて上流工程の生産計画を作成すればよく、逆に上
流設備の生産量が下流設備の生産量未満であれば、上流工程に合わせて下流工程の生産計
画を作成すればよいためである。
【００４５】
　これに対して、上流工程及び下流工程を担う製造設備がそれぞれ複数存在する場合には
、上流工程から下流工程への現品の供給量を制御しないと、現品の供給量不足によって下
流工程の稼働が停止したり、供給過剰によって仕掛在庫置場に仕掛品を置けなくなること
によって上流工程の稼働が停止したりする。具体的には、上流設備Ｘに対して下流設備Ｙ
１，Ｙ２，Ｙ３が存在する場合、上流設備Ｘが下流設備Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３の生産能力比に
合わせて下流工程に供給する現品を生産できれば問題は発生しない。
【００４６】
　しかしながら、上流設備Ｘの１サイクルにおける下流設備Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３向けの現品
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の構成比は、必ずしも下流設備Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３の生産能力比を反映していない。つまり
、サイクルＡにおいて生産される現品は全て下流設備Ｙ１向け、サイクルＢにおいて生産
される現品は下流設備Ｙ２，Ｙ３向けといったように、現品の構成比は偏っていることの
方が多い。また、生産計画を作成する時間によっては、同じサイクルＢであっても、下流
設備Ｙ２向けの現品と下流設備Ｙ３向けの現品との比率が異なることが多々ある。
【００４７】
　そこで、この仕掛在庫賞金算出処理では、始めに、評価部４８は、下流設備における仕
掛在庫量と仕掛在庫量の適正範囲との過不足度合を仕掛在庫賞金として候補サイクル毎に
算出する。具体的には、評価部４８は、現品データのラインコードＦ８，前ラインコード
Ｆ９，及び後ラインコードＦ１０に記述されているデータに基づいて、初期仕掛量と候補
サイクルから供給される現品量との加算値から下流設備の処理量を減算した値を仕掛在庫
量として算出する。
【００４８】
　そして、評価部４８は、その候補サイクルを選択した際に発生する仕掛在庫量が図８に
示す領域Ｒ２のように適正範囲の上限値以上になる場合には、その候補サイクルに以下の
[数２]又は[数３]に示す数式によって算出される負の仕掛在庫賞金を与える。一方、その
候補サイクルを選択した際に発生する仕掛在庫量が図８に示す領域Ｒ３のように適正範囲
の下限値以下になる場合には、評価部４８は、その候補サイクルには以下の[数４]又は[
数５]に示す数式によって算出される負の仕掛賞金を与える。以下の[数２]～[数５]に示
す数式内のパラメータＵ，Ｕ’，Ｄ，Ｄ’は係数を示す。
【００４９】

【数２】

【数３】

【数４】

【数５】

【００５０】
　なお、評価部４８は、図８に示す領域Ｒ１のように仕掛在庫量が適正範囲の上限値より
大きい所定の許容上限値を超えた際には、負の仕掛在庫賞金にさらに負の仕掛在庫賞金を
加算してもよい。仕掛在庫量が適正範囲の下限値以下である状態は、現品の供給不足によ
る下流設備の停止という形で作成された生産計画から認識することができる。しかしなが
ら、仕掛在庫量が適正範囲の上限値以上である状態は、情報処理上は下流設備の仕掛在庫
置場の容量を超えても現品を供給することができるので、作成された生産計画から認識す
ることができない。
【００５１】
　従って、仕掛在庫量が適正範囲の上限値より大きい所定の許容上限値を超えた際には、
上述のようにマイナスの仕掛在庫賞金をさらに加算することによって、以後の処理におい
て下流設備への現品の供給量を適正にする候補サイクルが選択されやすくすることができ
る。但し、区間ｎ＋１以後に既に設定されているサイクル（以下、固定サイクルと表記）
があり、且つ、特定の下流設備向けに構成が偏ったサイクルの場合、現品の配分不良が発
生することが考えられる。例えば、下流設備Ｙ１における仕掛在庫量が既に適正範囲の上
限値に達していても、固定サイクルが下流設備Ｙ１向けに構成が偏ったサイクルであれば
、不適切な生産計画が作成される可能性がある。
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【００５２】
　そこで、特定の下流設備向けに構成が偏った固定サイクルが存在する場合、評価部４８
は、固定サイクルが配置されている区間より所定時間前の区間から下流設備の仕掛在庫量
の適正範囲を変更して配分制御を行うことが望ましい。例えば、下流設備Ｙ１向けの固定
サイクルが存在する場合、評価部４８は、その固定サイクルの区間より所定時間前の区間
から下流設備Ｙ１の適正範囲の上限値を下げる一方、その他の下流設備の適正範囲の上限
値を上げることによって、固定サイクルに備えるようにすることが望ましい。これにより
、ステップＳ７の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ８の処理に進む。
【００５３】
　ステップＳ８の処理では、評価部４８が、ステップＳ４の処理によって算出された納期
遅れ賞金と、ステップＳ６の処理によって算出された前接続コストと、ステップＳ７の処
理によって算出された仕掛在庫賞金とを用いて、候補サイクル毎の評価点を算出する。具
体的には、評価部４８は、以下の[数６]に示す数式を用いて、候補サイクルを構成する各
現品の納期遅れ賞金の総和と候補サイクルの仕掛在庫賞金との加算値から候補サイクルの
前接続コストを減算した値を評価値として候補サイクル毎に算出する。これにより、ステ
ップＳ８の処理は完了し、生産計画作成処理はステップＳ９の処理に進む。
【００５４】
【数６】

【００５５】
　ステップＳ９の処理では、選択部４９が、ステップＳ８の処理によって算出された評価
値が最も大きい候補サイクルを区間ｎに生産計画を割り付けるサイクルに決定する。なお
、この際、分割部４６は、候補サイクルの生産時間が区間ｎの時間長より長い場合、候補
サイクルの生産時間に合わせて区間ｎの時間長を変更し、区間ｎ内に候補サイクルの生産
計画が含まれるようにする。これにより、ステップＳ９の処理は完了し、生産計画作成処
理はステップＳ１０の処理に進む。
【００５６】
　ステップＳ１０の処理では、演算処理部４４が、プログラムカウンタｎの値が分割数Ｎ
であるか否かを判別する。判別の結果、プログラムカウンタｎの値が分割数Ｎである場合
、演算処理部４４は、ステップＳ１の処理によって分割された全ての区間について現品の
生産計画が割り当てられたと判断し、生産計画作成処理をステップＳ１２の処理に進める
。一方、プログラムカウンタｎの値が分割数Ｎでない場合には、演算処理部４４は、ステ
ップＳ１１の処理としてプログラムカウンタｎの値を１増数した後、生産計画作成処理を
ステップＳ３の処理に戻す。
【００５７】
　ステップＳ１２の処理では、演算処理部４４が、図９に示すように、区間１～Ｎに割り
当てられた候補サイクルを生産計画作成期間における生産期間として出力装置３に出力す
る。これにより、ステップＳ１２の処理は完了し、一連の生産計画作成処理は終了する。
【００５８】
　以上の説明から明らかなように、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１で
は、始めに、分割部４６が、生産計画作成期間を複数の区間に分割する。次に、サイクル
生成部４７が、分割部４６によって分割された区間のうち、処理対象区間に生産計画を割
り付ける現品の候補を候補現品として現品が供給される製造設備のサイクル毎に所定数抽
出し、抽出された所定数の候補現品の中から製造設備の１サイクル内で生産する候補現品
群を候補サイクルとしてサイクル毎に選択する。次に、評価部４８が、納期遅れ賞金の総
和と仕掛在庫賞金と前接続コストとを候補サイクル毎に算出する。そして、選択部４９が
、納期遅れ賞金の総和と仕掛在庫賞金と前接続コストとに基づいて、処理対象区間に生産
計画を割り付ける候補サイクルを選択する。
【００５９】
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　すなわち、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１では、演算処理部４４が
、生産計画作成期間を複数の区間に分割することによって生産計画の計算規模を小さくし
、先頭の区間から順に、現品の生産計画を現品が供給される製造設備のサイクル単位で割
り付ける。従って、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１によれば、各現品
の制約条件が考慮された適切な生産計画を短時間で作成することができる。
【００６０】
　また、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１では、評価部４８が、候補サ
イクル毎に仕掛在庫賞金を算出し、選択部４９は、納期遅れ賞金と接続コストと仕掛在庫
賞金とに基づいて候補サイクルを選択する。従って、本発明の一実施形態である生産計画
作成システム１によれば、現品の供給量不足によって下流工程の稼働が停止したり、仕掛
在庫置場に仕掛品を置けなくなることによって上流工程の稼働が停止したりすることを抑
制できる。
【００６１】
　また、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１では、サイクル生成部４７が
、現品の生産時間の総和がサイクル毎に予め定められている生産時間上限値以下になる数
の候補現品を候補サイクルとしてサイクル毎に選択するので、１サイクルの生産時間が生
産時間上限値以上になることによって、現品の生産品質が低下することを抑制できる。
【００６２】
　また、本発明の一実施形態である生産計画作成システム１では、サイクル生成部４７が
、納期遅れ賞金と現品間距離とに基づいて、各候補サイクル内における候補現品の配列を
決定するので、納期遅れ度合いが大きい現品の生産を優先しつつ、製品仕様や製造設備の
操業条件の変更を最小限に抑えることができる。
【００６３】
　なお、処理対象区間ｎより後の区間に既にサイクル（以下、固定サイクルと表記）が設
定されている場合、且つ、候補サイクルの生産終了時刻が固定サイクルの開始時刻以後に
なったり、候補サイクルの終了時刻と固定サイクルの開始時刻との間の空き時間が所定時
間以内になったりする場合、評価部４８は、候補サイクルの生産計画を固定サイクルの前
に割り当てた際に発生する製造設備の停止時間や用役ロスを数値化したものを後接続コス
トとして候補サイクル毎に算出してもよい。この場合、評価部４８は、納期遅れ賞金と仕
掛在庫賞金との加算値から前接続コストと後接続コストとの加算値を減算した値を評価値
として候補サイクル毎に算出する。
【００６４】
　このような処理によれば、前サイクルとの接続だけでなく、後サイクル（固定サイクル
）との接続も含めて、候補サイクルを選択可能となる。なお、固定サイクルとしては、製
造設備の保守点検のための停止時間帯やオペレータの意志に基づいて設定された生産サイ
クルを例示することができる。
【００６５】
　また、区間ｎにサイクルを割り付ける際、図１０（ａ）に示すように、全ての候補サイ
クルが次の区間に存在する固定サイクルと接続不可である場合には、演算処理部４４は、
１手前の配置サイクルと固定サイクルとの間の時間に配置可能な複数サイクルの組み合わ
せを再計算して候補サイクルを決定してもよい。具体的には、例えば２サイクルの組み合
わせ（候補サイクル１と候補サイクル２）を考える場合は、候補サイクル１，２を配置す
ることで得られる納期遅れ賞金と仕掛在庫賞金との加算値から、１手前の配置サイクルと
候補サイクル１、候補サイクル１と候補サイクル２、及び候補サイクル２と固定サイクル
のそれぞれの接続コストを減算した値を評価値として各候補サイクル１，２の組み合わせ
毎に算出する。
【００６６】
〔製造工程間での現品の生産計画の連携方法〕
　上述の生産計画作成処理によって各製造工程について作成される現品の生産計画は以下
のようにして前後の製造工程における現品の生産計画と時間連携させるとよい。すなわち
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、製造工程間の時間連携方法には大きく分けて２つの方法がある。第１の方法は、１つの
製造工程の生産計画作成処理が完了する度毎に、出力装置３がホストコンピュータに処理
結果を伝送し、ホストコンピュータが処理完了工程の前後の製造工程と時刻を用いて連携
する方法である。具体的には、ホストコンピュータは、前工程とは処理完了工程の開始時
刻を守るために許容される最も遅い生産開始時刻（最遅開始時刻）で連携し、後工程とは
処理完了工程が計画通り処理された場合に後工程の生産を開始できる最も早い時刻（最早
開始時刻）で連携する。そして、ホストコンピュータは入力装置２を介して時間連携結果
を生産計画作成装置１に通知し、生産計画作成装置１は次の製造工程の生産計画作成処理
を実行する。
【００６７】
　ところが、この第１の方法によれば、生産計画作成装置１とホストコンピュータとの間
で多くの情報が送受信されるために、時間連携に要する処理時間が長くなる。そこで、情
報の送受信を少なくして生産計画作成処理に要する時間を短くするために、製造工程間の
時間連携は次に示す第２の方法で行うことが望ましい。すなわち、この第２の方法では、
生産計画作成装置１は、複数の製造工程を含む工場単位で現品の生産計画を作成する。そ
して、生産計画作成装置１は、工場単位の生産計画の情報をホストコンピュータに送信し
、ホストコンピュータは工場単位の生産計画を用いて工場間で時間連携を実行する。工場
単位としては、製銑・製鋼工場、熱間圧延・熱間仕上工場、酸洗工程からメッキ工程に至
る複数の製造工程を有する冷延工場等を例示できる。なお、ホストコンピュータは、工場
間で時間連携を行う際、複数の工場に跨って製造される現品については、優先度の高い工
場における生産計画の時刻連携結果であることを他の工場に通知するとよい。優先度の高
い工場としては、固定サイクルが配置された工場等を例示することができる。
【００６８】
〔振替可能現品の処理方法〕
　必要な生産量の現品を生産可能なように複数の製造設備を有する製造工程が存在し、複
数の製造設備の中のどの製造設備でも処理できる現品（振替可能現品）が存在する場合が
ある。このような場合、以下に示すような不具合が生じ得る。例えばメッキ工程が製造設
備Ｌ１と製造設備Ｌ２との２つの製造設備を有する場合、製造設備Ｌ１の生産計画を作成
した後に製造設備Ｌ２の生産計画を作成するといった具合に単純にシリーズで生産計画作
成処理を実行すると、最初に生産計画が作成される製造設備Ｌ１において、製造設備Ｌ１
でしか処理できない現品（専用現品）の生産計画を割り付けることができない製造設備Ｌ
１の余力部分（基本的には生産計画作成期間の後方に発生しやすい）に振替可能現品の生
産計画が割り付けられやすい。この結果、最初に生産計画が作成される製造設備Ｌ１に生
産計画が割り付けられた振替可能現品よりも優先度の低い現品の生産計画が、次に生産計
画が作成される製造設備Ｌ２の生産計画作成期間に割り付けられてしまう。
【００６９】
　そこで、このような不具合が発生することを抑制するために、演算処理部４４は、各製
造設備の負荷を考慮して振替可能現品を各製造設備に配分した後に各製造設備の生産計画
を作成することが望ましい。詳しくは、始めに、演算処理部４４は、振替可能現品及び専
用現品の納期と各製造設備の稼働能力とを考慮して振替可能現品の配分の初期案を作成す
る。具体的には、演算処理部４４は、図１１（ａ）に示すように、日単位の製造設備の稼
働能力に基づいて専用現品Ａの生産計画を最遅開始時刻に従って仮配置し、専用現品Ａの
生産量が製造設備の稼働能力以上になった場合には専用現品Ａの生産計画を前倒し又は後
倒しする。そして、演算処理部４４は、図１１（ｂ）に示すように、専用現品Ａの生産計
画を割り付けた後の製造設備の余力に合わせて振替可能現品Ｂの生産計画を仮配置する。
【００７０】
　次に、演算処理部４４は、振替可能現品の配分の初期案に基づいて処理順の早い製造設
備（上述の例では製造設備Ｌ１）の生産計画を作成する。次に、演算処理部４４は、振替
可能現品の配分の初期案に基づいて次の処理順の製造設備（上述の例では製造設備Ｌ２）
の生産計画を作成し、この処理を繰り返すことによって全ての製造設備の生産計画を作成
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する。この際、生産計画作成装置１は、振替可能現品の配分の初期案では前の製造設備の
生産計画に割り付けられているのにも係わらず、前の製造設備の生産計画に割り付けられ
なかった現品については、次の製造設備にその生産計画が割り付けられるようにする。こ
のようにして、演算処理部４４は、振替可能現品の配分を決めた後に各製造設備の生産計
画を作成する。これにより、優先製造設備の稼働率を上げ、残った現品で非優先製造設備
の生産計画を作成する等、各製造設備のバランスを操作することが可能になる。
【００７１】
〔前サイクルの後にサイクルを割り付けられない際の処理方法〕
　前サイクルの後にサイクルを割り付けられない場合、生産ラインに停止期間が発生し、
生産効率が低下する。このため、前サイクルの後にサイクルを割り付けられない場合、演
算処理部４４は以下に示す処理を実行することが望ましい。具体的には、図１２（ａ）に
示すように、前サイクルによって決まる配置最早開始時刻と直近の現品Ａの最早開始時刻
との間に所定時間以上の差があり、ＥＳＴ制約（最早開始時刻制約）によって前サイクル
の後に配置可能なサイクルや現品がない場合、演算処理部４４は、図１２（ｂ）に示すよ
うに、前サイクルの終了時刻以後であってＥＳＴ制約を満足することができる最早の時刻
に配置最早開始時刻を補正する。
【００７２】
　また、図１３（ａ）に示すように、現品Ａ１の最早開始時刻と現品Ａ２の最早開始時刻
との間に所定時間以上の差があり、配置可能な現品でサイクルを構成できない、即ち最小
サイクル長を満たせない場合、演算処理部４４は、図１３（ｂ）に示すように、前サイク
ルの終了時刻以後であって最小サイクル長を満たすことができる最早の時刻（現品Ａ２の
最早開始時刻）に配置最早開始時刻を補正する。但し、図１２（ａ），（ｂ）に示す処理
によって割り付け可能なサイクルが他にある場合、演算処理部４４は図１２（ａ），（ｂ
）に示す処理を優先して実行する。
【００７３】
　また、前サイクルの終了時刻以後であって最小サイクル長を満たすことができる最早の
時刻に配置最早開始時刻を補正しても最小サイクル間隔制約によってサイクルを配置でき
ない場合、演算処理部４４は、図１４（ｂ）に示すように、最小サイクル間隔制約を満足
することができる時間まで配置最早開始時刻を補正する。但し、図１２（ａ），（ｂ）や
図１３（ａ），（ｂ）に示す処理によって割り付け可能なサイクルが他にある場合、演算
処理部４４は図１２（ａ），（ｂ）や図１３（ａ），（ｂ）に示す処理を優先して実行す
る。
【００７４】
〔サイクルの切り替え〕
　生産効率だけを考慮するとサイクルは生産時間上限値で一度に処理にした方が望ましい
。しかしながら、この場合、生産時間上限値内では他のサイクル属性コードを有する現品
を製造できないために、単純にサイクルは生産時間上限値内で処理した方がよいというわ
けではない。そこで、演算処理部４４は、可能な限り生産時間上限値内でサイクルを計画
するという前提のもとに、以下の条件時にのみ他のサイクルへの切り替えを行うことによ
って、他のサイクル属性コードを有する現品の製造タイミングの遅れによる納期遅れが発
生することを抑制するとよい。
【００７５】
　具体的には、図１５（ａ），（ｂ）に示すように、演算処理部４４は、サイクルＢを最
大サイクル長まで配置するとサイクルＣの現品に納期遅れが発生する場合、最小サイクル
長を確保しつつ、サイクルＢを最大サイクル長の手前で中断し、サイクルＣへと切り替え
る。但し、サイクルの中断の可否はサイクル毎に設定することとするが、実際にサイクル
を中断するか否かは最小サイクル長を守れるか否かに基づいて決定する。すなわち、最小
サイクル長を守れない場合には、演算処理部４４は設定に係わらずサイクルを中断しない
ようにする。
【００７６】
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　また、演算処理部４４は、図１６に示すように、サイクル開始時刻（時間Ｔ＝Ｔ１）か
ら最小継続時間が経過した後にサイクルを中断する。ここで、最小継続時間とは、候補サ
イクルの最小サイクル長と候補サイクルにおいてその時刻で製造しないとリードタイム違
反となる現品Ａの生産時間合計とのうち、大きい方の時間を意味する。また、リードタイ
ム違反となるか否かは、現品Ａの最遅開始時刻が候補サイクルの予定終了時刻（候補サイ
クルの開始時刻＋最大サイクル長）以後になるか否かによって判定する。
【００７７】
　また、演算処理部４４は、最小継続時間と最遅開始時刻超過時刻（ＬＳＴ超過時刻）ま
での時間とのうちで大きい方と、最大サイクル長とのうちで小さい方を候補サイクルを中
断する際の候補サイクルのサイクル長とする。ここで、ＬＳＴ超過時刻とは、非固定生産
サイクル枠において候補サイクルを最大サイクル長まで配置した場合、候補サイクル以外
のサイクルの現品でリードタイム違反となる一番始めの時刻から候補サイクル以外のサイ
クルの現品の段取時間を減算した時刻のことを意味する。候補サイクル以外のサイクルと
は、候補サイクルと接続可能なサイクルのうち、候補サイクルと同じサイクル種別以外の
全てのサイクルのことを意味する。
【００７８】
　具体的には、演算処理部４４は、図１７に示すようにサイクル開始時刻（Ｔ＝Ｔ１）か
ら最小継続時間が経過した後の時刻において一番始めにリードタイム違反する候補サイク
ル以外のサイクルの現品Ａ２の最遅開始時刻（ＬＳＴ）から段取時間を減算した時刻（時
刻Ｔ＝Ｔ３）をＬＳＴ超過時刻とする。
【００７９】
　なお、図１７に示す現品Ａ３は、リードタイム違反する候補サイクル以外のサイクルの
現品であるが、一番始めにリードタイム違反する現品ではないために、ＬＳＴ超過時刻の
算出対象にはならない。同様に、図１７に示す現品Ａ４も、リードタイム違反する候補サ
イクル以外のサイクルの現品であるが、ＬＳＴ超過時刻が候補サイクルの予定終了時刻以
後になるために、ＬＳＴ超過時刻の算出対象にはならない。
【００８０】
〔他現品との接続に厳しい条件が存在する現品（以降、難溶接材と呼ぶ）を考慮した現品
配置〕
　現品の納期遅れ賞金の総和と現品間距離の総和との差分値が最大になるように現品の配
列を算出した場合、お互いに直接接続不可の難溶接材が同一サイクル内に大量に存在する
際、候補現品を有効に活用した現品の配列を作成することができない。そこで、生産計画
作成装置１は、以下の（１）～（４）に示すような配列制約を有する現品群を大量に保有
するサイクル属性に対しては、以下に示す現品配置案生成処理を実行することによって、
候補現品を有効に活用した現品の配列を作成するとよい。以下、図１８に示すフローチャ
ートを参照して、この現品配置案生成処理を実行する際の生産計画作成装置１の動作につ
いて説明する。
【００８１】
（１）お互いに直接接続不可の難溶接現品α類は指定された現品β類で挟む必要がある。
（２）現品β類の中には挟む専用のものとそうでないものとがある。
（３）現品α類及び現品β類に属さない現品γ類も存在する。
（４）現品α類及び現品β類を配置できない場合、残りは現品γ類とする。但し、現品β
類でも挟む洗油でないものは配置対象にできる。
【００８２】
　図１８は、本発明の一実施形態である現品配置案生成処理の流れを示すフローチャート
である。図１８に示すフローチャートは、上述の（１）～（４）に示すような配列制約を
有する現品群を大量に保有するサイクル属性を有するサイクルが候補サイクルとして選択
されたタイミングで開始となり、現品配置案生成処理はステップＳ２１に進む。
【００８３】
　ステップＳ２１の処理では、演算処理部４４が、難溶接材現品の配置案を生成する（難
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溶接材現品配置案生成処理）。この難溶接材現品配置案生成処理の詳細については、図１
９に示すフローチャートを参照して後述する。これにより、ステップＳ２１の処理は完了
し、現品配置案生成処理はステップＳ２２に進む。
【００８４】
　ステップＳ２２の処理では、演算処理部４４が、一般材現品の配置案を生成する（一般
材現品配置案生成処理）。この一般材現品配置案生成処理の詳細については、図２８に示
すフローチャートを参照して後述する。これにより、ステップＳ２２の処理は完了し、一
連の現品配置案生成処理は終了する。
【００８５】
　図１９は、本発明の一実施形態である難溶接材現品配置案生成処理の流れを示すフロー
チャートである。図１８に示すフローチャートは、上述の（１）～（４）に示すような配
列制約を有する現品群を大量に保有するサイクル属性を有するサイクルが候補サイクルと
して選択されたタイミングで開始となり、難溶接材現品配置案生成処理はステップＳ３１
に進む。
【００８６】
　ステップＳ３１の処理では、演算処理部４４が、現品データベース４２の中から難溶接
材、限界サイズ材、及び高炭材を含む難溶接材現品Ａと難溶接材を挟み込む難溶接材現品
に接続が可能である現品（以降、アンコ材と呼ぶ）を含むアンコ材現品Ｂとのリストを取
得する（図２０参照）。これにより、ステップＳ３１の処理は完了し、難溶接材現品配置
案生成処理はステップＳ３２の処理に進む。
【００８７】
　ステップＳ３２の処理では、演算処理部４４が、ステップＳ３１の処理によって難溶接
材現品Ａが抽出されたか否かを判別する。判別の結果、難溶接材現品Ａが抽出されなかっ
た場合、演算処理部４４は難溶接材現品配置案生成処理を終了する。一方、難溶接材現品
Ａが抽出された場合には、演算処理部４４は難溶接材現品配置案生成処理をステップＳ３
３の処理に進める。
【００８８】
　ステップＳ３３の処理では、演算処理部４４が、図２１（ａ）に示すように、対象サイ
クルの最大サイクル長を上限として難溶接材現品Ａを仮配置する。なお、この処理の際、
演算処理部４４は、図２１（ｂ）に示すように、最大サイクル長及び最小サイクル長に満
たない場合であっても、ステップＳ２１の処理によって抽出された全ての難溶接材現品Ａ
を全て仮配置する。また、図２１（ｃ）に示すように、連続配置可能な難溶接材現品Ａ’
がある場合、演算処理部４４はこの時点で難溶接材現品Ａ’を連続配置する。これにより
、ステップＳ３３の処理は完了し、難溶接材現品配置案生成処理はステップＳ３４の処理
に進む。
【００８９】
　ステップＳ３４の処理では、演算処理部４４が、対象サイクルに配置する難溶接性現品
Ａを決定する。具体的には、始めに、演算処理部４４は、ステップＳ３３の処理によって
作成された配列の先頭の難溶接性現品Ａの前にアンコ材現品Ｂを配置できるか否かを判別
し、配置できる場合、難溶接性現品Ａの前にアンコ材現品Ｂを配置する。図２２は、難溶
接性現品Ａ１の前に配置可能なアンコ材現品としてアンコ材現品Ｂ２が選択され、難溶接
性現品Ａ１の前にアンコ材現品Ｂ２が配置された例を示す。
【００９０】
　配列の先頭の難溶接性現品Ａ１の前にアンコ材現品Ｂ２を配置すると、次に、演算処理
部４４は、次のアンコ材現品Ｂを配置する場所を選択する。具体的には、アンコ材現品Ｂ
２の後の難溶接材現品Ａが連続配置可能な難溶接材現品Ａ’である場合、演算処理部４４
は図２３に示すように連続配置可能な難溶接材現品Ａ’の最後尾位置を次のアンコ材現品
Ｂを配置する場所として選択する。一方、アンコ材現品Ｂ２の後の難溶接材現品Ａ１が連
続配置可能な難溶接材現品Ａ’でない場合には、演算処理部４４は図２４に示すようにア
ンコ材現品Ｂ１の後の難溶接材現品Ａ１の後を次のアンコ材現品Ｂを配置する場所として
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選択する。
【００９１】
　次に、演算処理部４４は、選択した位置に配置可能なアンコ材現品Ｂを選定し、選定さ
れたアンコ材現品Ｂを選択した位置に配置する。図２５は、難溶接材現品Ａ１の後の位置
が選択され、選択された位置にアンコ材現品Ｂ１が配置された例を示す。そして、生産計
画作成装置１は、難溶接材現品Ａ及びアンコ材現品Ｂの配列が最大サイクル長を超過する
又は割り付け可能なアンコ材現品Ｂが無くなるまで上述の処理を繰り返し実行する。なお
、アンコ材現品Ｂが無くなった場合、演算処理部４４は、図２６に示すように、最後に配
置したアンコ材現品Ｂ１以後に配列されている難溶接材現品Ａを削除する。難溶接材現品
Ａ及びアンコ材現品Ｂを最大サイクル長まで配列できた場合、対象サイクルの構成は例え
ば図２７に示すようになる。これにより、ステップＳ３４の処理は完了し、一連の難溶接
材現品配置案生成処理は終了する。
【００９２】
　図２８は、本発明の一実施形態である一般材現品配置案生成処理の流れを示すフローチ
ャートである。図２８に示すフローチャートは、ステップＳ２１の処理が終了したタイミ
ングで開始となり、一般材現品配置案生成処理はステップＳ４１に進む。
【００９３】
　ステップＳ４１の処理では、演算処理部４４が、現品データベース４２の中から一般材
現品のリストを取得する。これにより、ステップＳ４１の処理は完了し、一般材現品配置
案生成処理はステップＳ４２の処理に進む。
【００９４】
　ステップＳ４２の処理では、演算処理部４４が、ステップＳ４１の処理によって抽出さ
れた一般材現品の中で未配置の一般材現品があるか否かを判別する。判別の結果、未配置
の一般材現品がない場合、演算処理部４４は一連の一般材現品配置案生成処理を終了する
。一方、未配置の一般材現品がある場合には、演算処理部４４は一般材現品配置案生成処
理をステップＳ４３の処理に進める。
【００９５】
　ステップＳ４３の処理では、演算処理部４４が、図２９（ａ），（ｂ）に示すように、
難溶接材現品配置案生成処理によって生成された難溶接材現品Ａとアンコ材現品Ｃとの配
列の最後尾にサイクル長が最大サイクル長になるまで一般材現品Ｃを配置する。一方、図
３０（ａ），（ｂ）に示すように、難溶接材現品配置案生成処理によって生成された難溶
接材現品Ａとアンコ材現品Ｃとの配列の最後尾に全ての一般材現品Ｃを配置しても最小サ
イクル長に満たない場合には、演算処理部４４はサイクル決定をキャンセルする。これに
より、ステップＳ４３の処理は完了し、一般材現品配置案生成処理はステップＳ４１の処
理に戻る。
【００９６】
　以上、本発明者によってなされた発明を適用した実施の形態について説明したが、本実
施形態による本発明の開示の一部をなす記述及び図面により本発明は限定されることはな
い。すなわち、本実施形態に基づいて当業者等によりなされる他の実施の形態、実施例及
び運用技術等は全て本発明の範疇に含まれる。
【符号の説明】
【００９７】
　１　生産計画作成システム
　２　入力装置
　３　出力装置
　４　生産計画作成装置
　４１　記憶部
　４２　現品データデータベース
　４３　設定パラメータデータベース
　４４　演算処理部
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　４５　生産計画作成プログラム
　４６　分割部
　４７　サイクル生成部
　４８　評価部
　４９　選択部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】
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【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１７】 【図１８】

【図１９】

【図２０】 【図２１】
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【図２５】 【図２６】
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【図２７】

【図２８】

【図２９】
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